
 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の

人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整備に関する条例をここ

に公布する。 

  令和３年３月26日 

                              静 岡 県 知 事  川 勝 平 太   

静岡県条例第23号 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業

等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例 

 （指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部改正） 

第１条 指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成25年静岡県条例第

34号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（指定障害福祉サービス事業者の一般原則） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の

人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を 

設置する等 必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を 講ずるよう努めなければ ならない。  

（指定障害福祉サービス事業者の一般原則） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の

人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を 講じなければ

ならない。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第２条 指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平成25年静岡県条例第35号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 指定障害者支援施設等は、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置す

る等 必要な体制の整備を行うとともに、その

従業者に対し、研修を実施する等の措置を 講

ずるよう努めなければ ならない。  

（基本方針） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 指定障害者支援施設等は、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その従業者に対し、研修

を実施する等の措置を 講じなければ ならな

い。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 



第３条 障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成25年静岡県条例第36号）の一部を

次のように改正する。 

改正前 改正後 

（障害福祉サービス事業者の一般原則） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 障害福祉サービス事業者は、利用者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置

する等 必要な体制の整備を行うとともに、そ

の職員に対し、研修を実施する等の措置を 講

ずるよう努めなければ ならない。  

（障害福祉サービス事業者の一般原則） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 障害福祉サービス事業者は、利用者の人権

の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の

整備を行うとともに、その職員に対し、研修

を実施する等の措置を 講じなければ ならな

い。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（平成25年静岡県条例第39号）の一部を

次のように改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 地域活動支援センターは、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置す

る等 必要な体制の整備を行うとともに、その

職員に対し、研修を実施する等の措置を 講ず

るよう努めなければ ならない。  

（基本方針） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 地域活動支援センターは、利用者の人権の

擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整

備を行うとともに、その職員に対し、研修を

実施する等の措置を 講じなければ ならない。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第５条 福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成25年静岡県条例第37号）の一部を次のように

改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） （基本方針） 

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 福祉ホームは、利用者の人権の擁護、虐待

の防止等のため、責任者を設置する等 必要な

体制の整備を行うとともに、その職員に対

し、研修を実施する等の措置を 講ずるよう努

第２条 （略） 

２・３ （略） 

４ 福祉ホームは、利用者の人権の擁護、虐待

の防止等のため、必要な体制の整備を行うと

ともに、その職員に対し、研修を実施する等

の措置を 講じなければ ならない。 



めなければ ならない。   

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第６条 障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成25年静岡県条例第38号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 障害者支援施設は、利用者の人権の擁護、

虐待の防止等のため、責任者を設置する等 必

要な体制の整備を行うとともに、その職員に

対し、研修を実施する等の措置を 講ずるよう

努めなければ ならない。  

（基本方針） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ 障害者支援施設は、利用者の人権の擁護、

虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、その職員に対し、研修を実施す

る等の措置を 講じなければ ならない。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （指定通所支援の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部改正） 

第７条 指定通所支援の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成25年静岡県条例第32号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（指定障害児通所支援事業者等の一般原則） 

第４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定

障害児通所支援事業者等を利用する障害児の

人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を

設置する等 必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を 講ずるよう努めなければ ならない。  

（指定障害児通所支援事業者等の一般原則） 

第４条 （略） 

２・３ （略） 

４ 指定障害児通所支援事業者等は、当該指定

障害児通所支援事業者等を利用する障害児の

人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を 講じなければ

ならない。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部改正） 

第８条 指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成25年静岡県条例第33号）

の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（基本方針） （基本方針） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 

第３条 （略） 

２・３ （略） 



４ 指定障害児入所施設等は、当該指定障害児

入所施設等を利用する障害児の人権の擁護、

虐待の防止等のため、責任者を設置する等 必

要な体制の整備を行うとともに、その従業者

に対し、研修を実施する等の措置を 講ずるよ

う努めなければ ならない。 

４ 指定障害児入所施設等は、当該指定障害児

入所施設等を利用する障害児の人権の擁護、

虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行

うとともに、その従業者に対し、研修を実施

する等の措置を 講じなければ ならない。 

  

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

   附 則 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日から令和４年３月31日までの間、第１条の規定による改正後の指定障害福祉サービ

スの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第４条第３項、第２条の規定による改正後の指定障

害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準に関する条例第２条第３項、第３条の規定による改正後の障

害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例第２条第３項、第４条の規定による改正後の地域

活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例第２条第４項、第５条の規定による改正後の福祉ホ

ームの設備及び運営の基準に関する条例第２条第４項、第６条の規定による改正後の障害者支援施設の設

備及び運営の基準に関する条例第２条第３項、第７条の規定による改正後の指定通所支援の事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例第４条第４項及び第８条の規定による改正後の指定障害児入所施設等

の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第３条第４項の規定の適用については、これらの規定中「講

じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」とする。 

 


